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立することは困難であるから，複数の積分手法の特徴を

把握し，それらを組み合わせて（もしくは併用して）目

的に合致した最適解を工学的判断で選択することが重要

である．

加速度波形から変位波形を推定する代表的な方法とし

て，時間領域では Iwan et al.9)，Boore5) 及び Boore et 

al.6)，Wu and Wu7) がある．ただし，Boore et al.6) で

は応答スペクトルを算出する上で適切な波形処理を行う

ことを見据えて算出手順を提案している点に注意が必要

である．周波数領域においては，本山 ･ 室野 10) や森脇

ら 8) が代表的なものとして知られている．

時間領域における積分方法では波形を歪めることは基

本的に生じ得ないため，通常の地震波形に対しては前述

の時間領域の積分方法を適用すればよい．一方，加速度

計により取得される加速度波形には，計測機器内部の基

盤や配線トラブルまたは特定困難な原因によるノイズの

影響や，検出限界以下の低振幅振動によるセンサの自己

ノイズが周波数帯域の一部に表れた場合等，フィルタ処

理を適用しなければ，地震工学的に有益な情報を取得す

ることが出来ない場合もある．従って，周波数領域での

処理を前提とした最適な積分方法を確立することは大切

である 10)．

時間領域・周波数領域における積分方法は前述のよう

に様々なものが提案されている．しかしながら，時間領

域と周波数領域の複数の積分方法を提案手法の検証以外

の目的で多数の強震記録に同時かつ直接的に適用した事

例は少なく，2025 年ミャンマー地震までを含む近年の

活断層地震を対象にしたものは見られない．従って，そ

2024 年能登半島地震や 2025 年ミャンマー地震においては数 mの断層変位を含む強震記録が数多く得ら

れている．観測された加速度波形を 2階積分すれば地盤変状の経時変化（変位波形）が得られ，構造物の

振動応答解析等を通じてその影響を定量的に把握できる．本研究では，近年の活断層型地震で得られた加

速度波形を収集して異なる変位波形の推定方法の差異を評価した．その結果，基線ズレ以外の要因で差異

が生じる可能性があるため複数の方法を併用する必要性を指摘した．また，免震構造物を想定した地震応

答解析により，慣性力と地盤変状を同時に受ける構造物への影響が特に下部構造において顕著であること

がわかった．
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地盤変状が構造物に与える影響に関する一考察
ー異なる積分方法で推定した地盤変状の差異に着目してー

１．はじめに

近年の 2024 年能登半島地震や 2025 年ミャンマー地震

などの活断層型地震において，断層近傍では数 m の断層

ずれによる地盤変状が地表面に現れることがある例えば 1)．

近年の公的な強震観測網の充実に伴って，加速度波形と

して記録されるケースが増えており，一般に加速度波形

を 2 階積分すれば変位波形が得られるので，自然現象と

して地盤変状の時系列変化（変位波形）を捉えることが

可能である．

構造物の耐震設計や耐震性能照査の場面において近傍

に活断層が認められる場合，以下のどちらかで対象構造

物の動的解析を実施して安全性を確認することがある 2)，

3); ①当該断層をモデル化して強震動予測で入力地震動

を作成する，②過去の観測地震動波形を入力地震動とす

る．この時，入力地震動が適切なものでなければ，その

検証結果もまた適切なものにならないことは自明であ

る．後述するように②の場合に慣性力だけではなく変位

波形を直接入力する際には特にその変位波形の推定精度

が問題となる．

しかしながら，断層近傍の大振幅地震動下においては

強震計がなんらかの原因により傾動することで，観測さ

れた加速度波形にステップ上の基線ズレが生じ 4)，これ

が原因で適切な変位波形を評価できないことがある．そ

こで適切な変位波形の評価を目的として，様々な積分方

法が提案されている例えば 5)，6)，7)，8)．しかし，それぞれに

ターゲットとするものが異なることから，パラメータの

設定方法や適用範囲は異なる．完全な唯一の解決策を確
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化が起こると仮定する．時間領域での加速度波形の 1 階

積分，2 階積分を考えると，速度波形および変位波形は

それぞれ時間区間に応じて式(2)〜式(7)で表現できる．

これを模式的に表せば図- 1となる．式 (5) と式 (7) よ

り加速度におけるステップ関数の寄与は変位波形におい

て 2次関数で表現されることがわかる．

図- 1　ステップ関数を含む加速度，速度，変位の関係

２．２　時間領域の積分方法

本稿では時間領域における積分方法としてよく知られ

ている Boore et al.6) と Wu and Wu7) の 2 種類の方法を

採用する．どちらの積分方法も，基本的には前節で示し

た式 (1)〜式 (7) の定式化に従っている．

Boore et al.6) では，まず元の加速度波形を 1 階積分

して基準とする速度波形を計算する．そして，主要動が

れらの知見は地震工学分野の利用者にとって有益であ

る．

土木構造物では以前から慣性力と地盤変状が同時に作

用する場合を想定した検討が行われている例えば 11)， 12)．動

的解析ツールによっては地盤変状を強制変位として扱っ

て直接入力できない場合も多く，その場合は変位を力に

換算してから外力として加えることで求めている．建築

物に対する検討事例は限られているが，坂ら 13) は，平

面的な広がりを有する建築構造物に対して特に基礎部分

に着目し，慣性力と強制変位（地盤変状）を考慮した解

析的な数理モデルを提案している．

以上のことから，本稿では，時間領域と周波数領域で

の代表的な積分方法を直接多数の強震記録に適用して，

各方法の適用性について概観する．また，一般的な免震

建物モデルを想定し，変位波形の差異による構造物の地

震応答結果に与える影響について考察する．具体的には，

1999 年集集地震，2016 熊本地震，2024 年能登半島地震，

2025 年ミャンマー地震を検討対象として，時間領域お

よび周波数領域での代表的な積分方法で加速度波形から

変位波形を推定し，各積分方法による推定結果の差異や

特徴を整理する．その上で地盤変状を含む大振幅地震動

を対象にして，一般的な免震建物モデルの応答特性とと

もに，積分方法の違いが応答計算結果に与える影響につ

いて評価する．そして，それらの結果を踏まえて慣性力

と地盤変状を同時に受ける構造物への影響について考察

する．

２．積分方法

２．１　基線ズレを含む加速度波形の定式化

活断層型地震における震源近傍においては，極めて強

い大振幅地震動が生じるため，震源近傍で観測された加

速度波形記録には，加速度計筐体の傾動による基線ズレ

が含まれることがある 4)．加速度波形にステップ関数状

の基線ズレが生じると仮定すると，加速度 は式 (1)

で表される．

ここで， は基線ズレを含まない真の加速度成

分， と は 1 回目，2 回目の基線ズ

レを意味する単位ステップ関数， と は加速度波形

のステップ関数の振幅値である．時刻 で 1 回基線ズ

レが生じた後，特定の時刻 で 2 回目の基線ズレの変
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留変位を含む変位波形の形状は，平坦かつ滑らかで変動

のない一定値に収れんすることを想定している．

２．３　周波数領域の積分方法

周波数領域の積分方法としては，本山 ･室野 10)，平井・

福和 14)，平井 15)，森脇ら 8) など多くの方法が提案され

ている．本稿では，比較的シンプルな手順で効果的な基

線ズレの補正が可能な森脇ら 8) の方法を採用する．

森脇ら 8) の方法では，時間因果性を考慮する対称性

フーリエ変換 16) のために観測データに 0 を付加するか

ら記録長以降基線ズレは解消されると考えるので，時間

領域での観測加速度波形 は式 (1) と同様に式 (9)

と表される．

ここで， は真の加速度波形， は基線変化量，

と は 1 回目，2 回目の基線ズレを

意味する単位ステップ関数， は加速度波形の継続時間，

は基線ズレの発生時刻である．式 (9) をフーリエ変換

すれば，左辺のフーリエスペクトル は真の加速度

波形のフーリエスペクトル と基線ズレのフー

リエスペクトル の線形和として式 (10) で表現で

きる．式 (9) 右辺第 2項は から までの間で振幅 1

の矩形関数と見做せるからフーリエ変換によれば sinc

関数となり式 (10) は式 (11) となる．

ここで， は角振動数である． を 0Hz で 0 と仮定

すれば（0Hz では への寄与が無いとすれば）， は式（12）

で表されるので が決まれば自動的に決定される 8）．

森脇ら 8）の定式化に従って加速度波形から変位波形を

求める．具体的な手順としては，まず加速度波形に対し

て対称性フーリエ変換 16) を施す．次に，仮に を設定

して式 (12) から を決める．そして式 (11) の右辺第

到来した時刻を として固定し，時刻 をずらしな

がら，基線ズレに対応する区間毎の式 (4)，式 (6) の速

度波形成分を，基準とする速度波形にフィッティングさ

せて（原論文にならって を 2 次多項式で

フィッティングさせて）その残差二乗和が最も小さくな

る を特定する．本稿では，2回の基線ズレの存在を許

容してそれらが速度波形で連続することを優先し，まず

2回目の基線ズレに回帰直線をフィッティングさせて

の速度値を求め，それを 1回目の基線ズレに対して速度

波形に回帰直線をフィッティングさせる時の拘束条件と

する．このことにより，2回目の基線ズレは当該区間で

平均的に0に戻らない事象に対しても適用が可能となる．

特定した時刻 で求める基線ズレに対応する速度波形

を 1階微分により加速度波形として元の加速度波形との

差をとれば，基線ズレを含まない補正加速度波形が得ら

れる．この補正加速度波形を 2階積分すれば，最終的な

残留変位を含む変位波形が求まる．なお，Boore et al.6)

では加速度計の長周期域における低振幅震動に検出限界

があるからハイパスフィルタ HPF を施しているが，本稿

で目的とする残留変位を含む地盤変状成分は周波数 0Hz

付近まで寄与があるので加速度波形にフィルタ処理を施

すことは望ましくないため，4.1節の HPF 併用積分の検

討を除いて，本稿ではフィルタ処理は適用しない．

Wu and Wu7)は Boore et al.6)と基本的に同じアプロー

チである．Boore et al.6) では速度波形に対して 2 次多

項式でフィッティングさせて残差二乗和を求めて基線ズ

レを特定 ･ 補正した一方で，Wu and Wu7) では直接的に

変位波形でその基線ズレの補正効果を評価するため，変

位波形の残留変位までの変化はランプ関数で近似できる

として，独自に設定した変位波形の評価関数を用いる点

に特徴がある．Wu and Wu7) の手法では，時刻 と

の扱いは Boore et al.6) と同様であるが，残留変位を含

む変位波形の立ち上がり終了時刻 を導入している．

Boore et al.6) と同様の手順で求めた変位波形に式 (8)

の評価関数を用いる．

ここで， は推定される変位波形の平坦さ（時刻 で

地盤変状の立ち上がりが落ち着いて残留変位を表す部

分）を表す評価値， は相関係数の絶対値で， は残

留変位部分に対して最小二乗近似で求める回帰直線にお

ける傾きの絶対値， は標準偏差を意味する．最終的に

は が最大となる変位波形を採用する．この式は，残
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19)，20) で加速度波形記録が得られている．また，2025 年

ミャンマー地震はミャンマー国内において 1918 年以来

最大の活断層型地震であり，加速度記録は少ないものの，

Naypyidaw（NPW）において大きな断層ずれが生じたこと

が報告されている 21)．

近年は GNSS の発展により断層ずれによる地盤変状（残

留変位）を数日以内には広域かつ高密度に確認できる．

しかしながら，ハイレート GNSS であっても 20Hz 程度が

限界であり 22)，耐震工学における構造物の動的解析に供

することは現時点では難しい．また，観測データの処理

には時間を要するため，即時性の観点からは工学的利用

しにくい面がある．それらの観点では，特に日本国内で

は高密度かつデータの即時提供に優れた強震観測網が整

備されているため，100Hz もしくは 200Hz で直接記録さ

れる加速度波形から直接変位波形を推定して断層ずれを

含む地盤変状を推定することが可能であり，大きなメ

リットと言える．

本稿では，紙面の都合から，No.1 1999Chi-Chi では

T068，No.2 2016Kumamoto では益城町庁舎（Mashiki）と

西原村役場（Nishihara），No.3 2024Noto では ISK003（輪

島）の波形をそれぞれ用いる．また，2025 年ミャンマー

地震（2025 Myanmar）では NPW で得られた加速度波形 23)

を使用する．なお，表- 1の地震発生時刻Dateおよびモー

2 項（基線ズレを表すフーリエスペクトル）を求め，左

辺の観測加速度波形のフーリエスペクトルとの差をとる

ことで，真の加速度波形のフーリエスペクトルを推定す

る．そして，逆フーリエ変換で加速度波形を求め，線形

加速度法により 2 階積分して変位波形を得る．この手順

をパラメータ の設定値ごとに繰り返して最適な波形

を選択する．最適な波形の選定には森脇らの評価関数を

直接用いて 8），パラメータ を主要動到達時刻から主

要動が終了する時刻までの間で，サンプリング時間ずつ

ずらしながら，評価関数が最小となるパラメータ と

を特定する（すなわち，最適な変位波形を決定する）．

３．検討対象地震

表- 1に検討対象地震の諸元を示す．活断層型地震に

おいて断層ずれが構造物に大きな影響があると広く認識

された地震として 1999 年に台湾で発生した集集地震が

ある例えば 17)．この地震では T068 地点において最大 7m 程

度の断層ずれ（残留変位）が表出するとともに，断層ず

れによって生じた変位波形が加速度計で多数記録 ･ 推定

された 18)．日本においては，2016 年熊本地震や 2024 年

能登半島地震において，数 m 程度の断層ずれによる地盤

変状（残留変位）が表出するとともに多くの強震観測網

表- 1　検討対象地震

図- 2　異なるハイパスフィルタ HPF を施した波形の差異
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図- 3　1999 年集集地震において石岡（T068）で得られた加速度波形から推定した変位波形

（左図は NS 方向，右図は EW 方向）

図- 4　2016 年熊本地震において益城町庁舎（93051）で得られた加速度波形から推定した変位波形

（左図は NS 方向，右図は EW 方向）
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図- 5　2024 年能登半島地震において輪島（ISK003）で得られた加速度波形から推定した変位波形

（左図は NS 方向，右図は EW 方向）

図- 6　2025 年ミャンマー地震において Naypyidaw（NPW）で得られた加速度波形から推定した変位波形

（左図は NS 方向，右図は EW 方向）
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方向ともに約 6m の残留変位が求まっている．この値は

既報 18) と一致しており，紙面の都合で示さないが 1999

年集集地震については他地点の加速度波形においても概

ね既報 18) と整合した結果が得られている．

４．３　2016 年熊本地震

図- 4に，2016年熊本地震において益城町庁舎（93051）

で得られた加速度波形，速度波形，変位波形を示す．当

該速度波形のうち，NS 方向については，60 秒を過ぎた

ところで大きく折れていることがわかる．この現象の原

因については言及しないが，2 回基線ズレが起きている

場合（2 回目の基線ズレで平均値が 0 に戻らない場合）

でも，適切に速度波形をフィッティングできていること

がわかる．また，最終的な変位波形について，EW 方向

はほぼ一致しているが，NS 方向については最大値およ

び残留変位ともに数十 cm ほど差異がある．子細にみれ

ば，Boore et al.6) では 25 秒付近で変位最大値をとっ

た後，若干小さめの値に収れんしていることがわかる．

一方，Wu and Wu7) では変位最大値をとった後，さらに

変位が増大してから 2 回目の基線ズレが発生した時刻に

みかけ上一致する時刻で一定値に収れんしている．この

ことは，評価関数の適用が不十分で適切に回帰直線の

フィッティングができていないためと考えられるが詳細

な分析は今後の課題としたい．

４．４　2024 年能登半島地震

図- 5に，2024 年能登半島地震において輪島（ISK003）

で得られた加速度波形から推定した加速度波形，速度波

形，変位波形を示す．変位波形の比較をみれば，Boore 

et al.6) では NS 方向で地盤変状（残留変位）は見られず，

EW 方向では約 1.3-1.5m と求められているものの，残留

変位としては不安定な結果である．一方，Wu and Wu7)

では，NS 方向で地盤変状（残留変位）は約 0.4m，EW 方

向では約 1.1m となっており，残留変位は安定して一定

値に収れんしていることがわかる．輪島においては数 km

離れた地点において GEONET による GNSS 測量の結果，NS

方向は約 0.23m，EW 方向は約 1.2m となっており 26)，今

回の推定結果と整合している．この結果からは，Wu and 

Wu7) の手法の方が適切な変位波形が得られていると判断

される．

４．５　2025 年ミャンマー地震

図- 6に，2025 年ミャンマー地震において Naypyidaw

（NPW）で得られた加速度波形，速度波形，変位波形を示

メントマグニチュード はそれぞれ USGS24) の推定値

を参照した．

４．変位波形の推定

本章では，第 2 章で示した積分方法を第 3 章で示した

各イベントで得られた加速度波形に適用する．まず一般

的なハイパスフィルタ HPF を併用した積分方法を紹介

し，その後各イベントについて，時間領域における

Boore et al.6)とWu and Wu7)の差異を比較する．そして，

2016 年熊本地震において益城町庁舎と西原村役場で得

られた加速度波形 25) を対象に，時間領域と周波数領域

の積分方法で求めた変位波形を比較して，手法間による

差異を確認する．

４．１　�ハイパスフィルタ併用積分による変位

波形の差異

図- 2に，異なるハイパスフィルタ HPF を施した波形

を示す．ここでは 2016 年熊本地震の益城町庁舎で得ら

れた加速度波形25)（サンプリングは100Hz）を対象にする．

各図上段は加速度波形，中段は速度波形，下段は変位波

形である．直流成分 DC のみの補正と 0.01Hz のハイパス

フィルタ補正の結果を比較すれば，この時点で変位波形

が大きく異なることがわかる．その後，ハイパスフィル

タの極を高振動数側（短周期側）にずらすほど，変位波

形の振幅は小さく，かつ波形形状としての変化も見られ

なくなる．そして，0.5Hz になると速度波形と似通って

きて，みかけの差異は小さくなる．従って，加速度波形

の長周期成分を対象に変位波形を評価する場合には，ど

のような積分方法を用いるのか丁寧に吟味してから取り

組む必要がある．

４．２　1999 年集集地震

図- 3に，1999 年集集地震で得られた地震波形デー

タのうち，T068 地点（石岡）で得られた加速度波形を

上段に，補正前後の速度波形とフィッティングさせた回

帰式を中段に，補正後の変位波形を下段に示す．同図 (a)

は Boore et al.6)，同図 (b) は Wu and Wu7) で求めたも

のである．縦軸は加速度 m/s2，速度 m/s，変位 m，横軸

は時間 s である．また，左の図は NS 成分，右の図は EW

成分である．これらの凡例は以下図- 3〜図- 6まで同

様である．

図- 3をみれば，Boore et al.6) と Wu and Wu7) とも

に速度波形のフィッティングはよく合っていて，NS，EW
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４．６　�時間領域と周波数領域の積分方法によ

る違い

ここでは時間領域と周波数領域の積分方法を相互に比

較して扱う領域の違いによる変位波形の差異を確認する．

図- 7に Boore et al.6)（B2002），Wu and Wu7)（W2007），

森脇ら 8)（M2020）の積分方法で推定した変位波形の比

較を示す．ここでは，2016 年熊本地震において益城町

庁舎（93051）と西原村役場（93038）で観測された NS

方向，EW 方向，UD 方向の加速度波形を対象とした．条

件を揃えるため継続時間は 60 秒間の波形を用いた．計

算パラメータの初期値（基線ズレ開始時刻 ， ，断

層変位立ち上がり終了時刻 ）をサンプリング時間毎

にずらして最適解を抽出した．益城町庁舎（93051）の

波形は目視で変位波形が一定値に収れんすることを優先

して試行錯誤的に調整した．

図- 7上段の益城町庁舎（93051）の各波形を比較す

ると，森脇ら8)はNS方向でやや収れん具合がよくないが，

それ以外は，全体的に変位波形が一定値に収れんしてい

ることがわかる．断層ずれ（地盤変状）による残留変位

を含む加速度波形の場合，2 章で示したように基線ズレ

はステップ関数で表現し，基線ズレの補正を施した後は

変位波形が一定値に収れんすることを想定するから，今

回の結果から，実現象は定式化の想定に近いものだった

可能性が高い．また，手法間の差異に注目すると UD 方

向では差異は小さい一方で，NS 方向，EW 方向では差異

す．図- 6を見れば明らかなように変位波形は良く一致

している．NS 方向では約 1.6m，EW 方向では約 0.2m の

残留変位となっている．NS 方向は既報で同様の値が言

及されている 21)．EW 方向は約 0.13m とされており 21) こ

の差異については今後の課題としたい．

以上のように 4 つのイベントにおいて Boore et al.6)

と Wu and Wu7) の方法でそれぞれ変位波形を求めた．そ

の結果，大局的には似通った変位波形が推定され，この

ことは時間領域の積分方法が比較的安定していて，フィ

ルタ処理を施す必要のない信用できる地震計で計測され

た加速度波形の場合，時間領域における Boore et al.6)

と Wu and Wu7) のどちらの方法によっても特段の問題は

ないことが示唆される．しかしながら，2016 年熊本地

震における益城町庁舎（93051），2024 年能登半島地震

における輪島（ISK003）の変位波形等については数十 cm

程度の差異がみられるケースもある．この差異の原因に

ついては今後の課題としたいが，1 つの手法によるので

はなく複数の方法で結果を相互にチェックすることが肝

要と考える．地盤変状による残留変位は直接的に地表に

表出する現象であり，断層ずれの場合にはフリングパル

スとして下部構造だけでなく上部構造物にも大きな影響

を与えるため例えば 27)，丁寧に変位波形を評価する必要が

ある．

図- 7　時間領域と周波数領域の異なる積分方法で求めた変位波形の比較
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下部構造は直接強制変位で挙動することを想定するので

単純なばね要素とした．ただし，上部構造で決まるよう

に全体周期は 4 秒として，下部構造の寄与を小さくする

目的で上部構造に比べて質量 を小さく剛性 を大

きく設定した．

数値解析にはオープンソースとして世界的に利用実績

の多い構造物の静的 ･ 動的解析ツール OpenSeesPy30)，31)

を用いる．節点は固定端で 1 点，下部構造で 1 点，上部

構造で 1 点の計 3 点とした．多質点系解析を想定して各

要素は zeroLength 要素とし，固定端と下部構造，下部

構造と上部構造の各節点間を構成する 2 つの要素を設定

した（上部構造では剛性と減衰のセットで 1 要素とし

た）．減衰はダッシュポット要素で減衰係数（大変形時

の挙動を考えて減衰定数では 20%）で与える．慣性力と

地盤変状の同時入力を想定して，下部構造に強制変位と

して直接変位波形を，全体系には慣性力として加速度波

形を入力した．

本稿では，2016年熊本地震において益城町庁舎（93051）

で得られた加速度波形を対象に 11 の検討ケースを設定

した（表- 2）．Case0000 については補正なしの加速度

波形のみを用いて，他のケースでは森脇ら 8) で補正した

加速度波形と表- 2（Dis. Waveform）に示す方法で推

定した変位波形の同時入力を行う．具体的には，

Case0001 は Boore et al. の方法（B2002），Case0002 は

森脇らの方法（M2020），Case0003 は Wu and Wu の方法

（W2007），Case0004 は加速度波形の直流成分 DC のみ除

去して変位波形を推定する方法，Case0005〜 Case0010

はそれぞれ 0.01〜 0.5Hz までのハイパスフィルタ HPF

を併用して変位波形を推定する方法である．なお，既往

研究 13) に従って，Case0000 では加速度波形のみを 1 倍

として単独入力して解析を行う．一方，その他のケース

では加速度波形に加えて，その加速度波形から 2 階積分

して求めた変位波形を同時入力する．この時，入力の重

複を避けるためそれぞれの振幅値を 0.5 倍してから同時

入力を行う．

が顕著である．NS 方向では森脇ら 8) と Boore et al.6)

が比較的近く，EW 方向では森脇ら 8) と Wu and Wu7) が比

較的近い結果となった．差異が顕著になった要因として，

益城町庁舎（93051）では杭基礎の甚大な被害 28) が確認

されているため，ステップ関数状の基線ズレ以外の影響

により，ステップ関数を取り除くことを想定した定式化

では適用が難しい事象だった可能性がある．

図- 7下段の西原村役場（93038）の各波形を比較す

ると，どの手法を用いても差異は小さい．西原村役場の

加速度波形の特徴として周期 3 秒程度が卓越し波形も比

較的シンプルな形状であるから，先と同様に実現象が想

定に近かったため，どの手法でも適切に評価できている

と考えられる．

上記の結果のみから，どの手法が適しているか判断す

ることは難しいが，図- 3〜 7 の結果からどの手法を用

いても概ね似通った結果が得られる可能性は高い．ただ

し，益城町庁舎（93051）でみられたような差異が生じ

る可能性はあるので，以上のことより時間領域だけでな

く周波数領域も含めた複数の手法を用いて相互に比較す

ることが肝要と考える．

５．�慣性力と強制変位の同時入力地震応答解析

地震動波形を用いた地震応答解析においては一般的に

慣性力を単独で用いることが多い．一方，断層近傍で断

層ずれの影響が見込まれる場合，土木構造物を中心に，

慣性力（加速度）と強制外力 / 変形（変位）を同時に入

力した場合の影響について検討されることがある例えば 11)，

12)．この時，慣性力と強制変位は独立事象という仮定が

おかれて，基礎部への強制変位と振動方程式全体に作用

する加速度として慣性力の両者が設定される．建築分野

においても長大な平面を有する建築物への影響が懸念さ

れており 13)，今後そのような影響を評価することが重要

になる可能性がある．

本章では，加速度波形と変位波形の同時入力を行う場

合に，異なる積分方法で推定された変位波形が地震応答

解析に与える影響について考察する．

５．１　検討対象モデルと計算方法

図- 8に，検討対象として設定した免震建物を模擬し

た解析モデルを示す．このモデルは上部構造と下部構造

に分かれており，上部構造には一般的な免震構造物を想

定した例題モデル 29) を参照した．下部構造については

地盤 - 基礎連成系とするのが一般的であるが，本稿では

表- 2　検討ケース一覧
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0.5Hz の HPF により，総エネルギーが不足したためと考

えられる．図- 9中段では上部構造の変形量は約 0.35 

m で共通であるが，Case0010 では上述の理由により変形

量も不足していると考えられる．

図- 9下段の下部構造の変形量は，Case0000 ではほ

とんど変形していないが，Case0001〜 Case0003 では概

ね 0.56m で同様の値である．Case0000 の加速度波形に

は断層ずれによる地盤変状成分が含まれているが下部構

造の変形量には反映されていない．加速度波形に地盤変

状成分が含まれていても，慣性力として作用させると構

造物の応答として変形量が決まるため，断層ずれによる

強制的な変形を直接作用させる他ケースと異なる結果に

なったと解釈できる．この点は下部構造のばね要素特性

（すなわち地盤 - 基礎連成系の剛性等）のモデル化に依

存するものの，一般に岩盤や硬質地盤では基礎固定と見

做せる程度に剛性が高いことが多いので 32) 矛盾した結

果とは考えにくい．本稿では慣性力と断層ずれによる地

盤変状は独立事象と仮定したが，上記の結果はその妥当

性を間接的に支持しており，断層ずれによる地盤変状を

考慮する場合には直接強制変位として入力させる必要性

を示唆していると考える．また，Case0004 と Case0005

では 10〜 20m 前後と大きな値となっているが，図- 2

で示したように，益城町庁舎（93051）の波形に直流成

分補正のみを施した場合は 100m 程度，100 秒の HPF を

併用した場合は 20m 程度と不自然に過大な変位波形が入

力されていることが原因である．Case0006〜 Case0010

においては，HPF の極が高振動数側に移るほど，変位量

に寄与する成分がカットされるために下部構造の変形量

も低減している．

以上のように，慣性力と強制変位を同時入力した応答

解析においては，加速度波形に比べて，変位波形が応答

結果に与える影響が大きいことが改めて確認できた．そ

の場合，適切な積分方法によらないと，過大 / 過少な地

震応答解析結果となる可能性がある．従って，断層ずれ

による地盤変状を含む観測地震動を考慮する場合は，対

象とする加速度波形を 1 階積分して求めた速度波形にお

いて，基線ズレに起因する折れ線が生じているか確認す

る．基線ズレが見られる場合には，本稿で示したような

基線ズレを補正できる積分方法を採用して変位波形を求

めてから応答解析を実施する必要がある．

６．まとめ

本研究のまとめは以下の通りである．

図- 8　設定した数値解析モデル

５．２　計算結果

図- 9に計算結果を示す．上段は上部構造の絶対加速

度応答値，中段は上部構造の最大変形値，下段は下部構

造の最大変形値である．絶対加速度応答に関しては，

Case0000とCase0010以外では概ね0.9m/s2で同等となっ

ている．Case0000 は加速度波形入力のみであるから絶

対加速度応答値が最も大きくなっている．Case0010 で

は加速度波形入力は Case0000 を除く他ケースと共通で

あるが，絶対加速度応答値は約 0.7m/s2 と小さい．この

ことは，益城町庁舎（93051）の加速度波形のエネルギー

は 0.2-0.5Hz に集中していることから，変位波形への

図- 9　計算結果（上段：上部構造最大加速度応答，

中段：上部構造最大変形，下段：下部構造最大変形）
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Vol.30，No.3， pp.937-942，2008

13）	坂敏秀，森川博司，日向仁 : 地震動と地盤変状の影響を同

時に受ける建物の時刻歴応答解析に関する基礎的な研究，

鹿島技術研究所年報，第 67 号，pp.63-72，2019.

14）平井敬，福和伸夫 : 強震記録に基づく東北地方太平洋沖地

震による地殻変動分布の算定，日本建築学会構造系論文集，

第 77 巻， 第 673 号，pp.341-350，2012，DOI:10.3130/

aijs.77.341

15）	平井敬 : 台形関数へのスペクトルフィッティングによる地

震動加速度記録に基づく変位波形の推定，日本建築学会構

造系論文集，第 83 巻，第 751 号，pp.1229-1238，2018，

DOI:10.3130/aijs.83.1229

・�近年の 4 つの活断層型地震で得られた加速度波形を対

象にして，Boore et al.6)，Wu and Wu7)，森脇ら 8) の

積分方法で断層ずれによる地盤変状（変位波形）を推

定した．その結果，数十 cm 程度の差異はあるものの，

どの方法によっても大局的には同様の傾向を示すこと

がわかった．ただし，一般的な積分方法であるハイパ

スフィルタ HPF を用いる場合，その極の設定に依存し

て結果が大きく変わるので注意が必要である．

・�地盤変状（強制変位）と慣性力の同時加振に対する地

震応答解析を実施した．その結果，加速度応答値に対

してはダッシュポット要素によるエネルギー吸収の寄

与が大きいため顕著な影響は見られないこと，変位波

形の種類によっては特に下部構造で異なる変形量とな

ることが確認された．一方，加速度波形のみ入力した

Case0000 では，同波形には断層ずれの地盤変状の成分

が含まれているものの，下部構造の変位応答がほとん

ど生じないことがわかった．

・�慣性力と強制変位を組み合わせた地震応答解析におい

ては，変位波形の推定方法の差異が上部構造に与える

影響は顕著に大きくないが，下部構造（地盤 - 基礎連

成系）の応答を考える場合には重要であり，観測地震

動波形を適切な方法で変位波形を評価しないと過大 /

過少な地震応答解析結果となってしまう可能性が指摘

できる．
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